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ふくしま水道事業ビジョン
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本市水道事業は､ 全国５０番目の近代水道として大正１４年に創設し､ 以来､ 人口の急増や

産業の発展などによる水需要の増大に対応するため､ 昭和２２年の第１次拡張事業に始まり､

７次にわたる拡張事業により､ 阿武隈川を水源とする渡利浄水場の拡張や地下水を主水源とす

る小規模水源の開発を行いました｡ これらの水源開発においても将来の水需要を賄うことが出

来ないため､ 長期的な展望に立ち､ 摺上川ダムにおける水源の確保に取り組むとともに､ 福島

地方水道用水供給企業団からの受水を基本とした第８次拡張事業を平成元年に着手し､ 平成１９

年４月から本格受水を開始しました｡

第８次拡張事業による施設整備は､ 新たな水源を高台に設けたことにより､ これまでの加圧

方式を自然流下方式に変更するため､ 市内４地点に受水地点となる受・配水池を新設し､ 受水

地点から各配水池までの送水管や直接供給する配水幹線を整備することで､ 位置エネルギーの

有効活用により電力費用の大幅な縮減を可能としました｡ また､ 自然流下方式による供給体系

の変更に伴い､ 各配水池を起点とする配水ブロックを新たに構築し､ 市内全域で均一な水圧で

良質な水質を保った安定供給の体制が整ったことにより､ 本格的な維持管理の時代が到来しま

した｡

その後､ 平成２０年７月に飯野町との合併により､ 飯野町水道事業を譲り受けたほか､ 平成

２７年４月には土湯・高湯・茂庭の公営簡易水道事業を福島市上水道事業へ統合したことで､

現在の供給体系が構築されました｡



ふくしま水道事業ビジョン

�

��������	


����� ����� �� � 	�


���� � ����� ��� ����������

�������� ��   � � ��� �����!"#$��

�%������ ��  � ��� &'()*�+�,-.�

�/������ ��  0� 1 ��� 2��,3��

�4������ �� ����1 ��� �����56!"#3��

�7������ �� � �8 ��� 9:�,3��

�;������ �� 80�0< ��� �������=>?�,3��

�@������ �� 0 �A� ��� �������=BCD�,3��

�E������ FGH� ����
I'JK�+L�M�N�OPQR

S�T�RUV�

1

���

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

(人)

創
設

第
1
次
拡
張

第
2
次
拡
張

第
3
次
拡
張

第
4
次
拡
張

第
5
次
拡
張

第
6
次
拡
張

第
7
次
拡
張

第
8
次
拡
張

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

(ｍ3／日)
���������	
������

給水人口
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大正１４年の創設以来､ 人口の急増や産業活動の進展等による水道需要の増大に対処する

ため､ 整備してきた管路施設の総延長は約１,６００㎞､ 受配水池・ポンプ所等については５８

施設あり､ その更新にかかる費用は約１,９４１億円に上ります｡
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東日本大震災は､ 本市水道事業の歴史においても経験したことがない大規模な震災であり､

水道施設は２００件を超える被害を受けました｡ また､ 福島地方水道用水供給企業団の送水

管破損により送水が停止し､ 市内のほとんどが断水となり最大で１２日間断水が続く等､ ま

さに未曾有の被害をもたらしました｡

震災から４年を経過した今､ 水道施設の復旧は完了し､ 震災以前と変わらぬ供給体制が整

い震災時の記憶も薄れつつあるなか､ もう一つの被害である東京電力福島第一原子力発電所

の事故に由来する放射性物質による影響は､ 未だに風評被害として長引いており､ 水需要に

おいても水道水の安全性に不安を抱えている等の影響が払拭できないでいるのが実情です｡

新たな水道事業基本計画の策定にあたっては､ この経験を十分に生かした強靭な水道施設

の構築と､ 持続可能な水道事業の構築との両立を目指すことから､ 経験に裏付けされた災害

対策の再構築として反映するものです｡
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従前までの計画を継承するにあたり､ 平成１８年６月策定の ｢福島市水道事業基本計画｣

と平成２３年２月策定の ｢福島市水道事業基本計画 中間改訂版｣ の双方を包括して分析す

るため､ これらの従前計画による実施計画における事業評価に基づき､ 事業の進捗状況を踏

まえた現状分析を行いました｡

また､ 従前計画において実施している各種現行事業においては､ 改めて ｢ＳＷＯＴ分析｣

の手法を用いながら再精査し､ 新たな要素を交えて ｢ＳＷＯＴクロス分析｣ による現状分析

を行いました｡
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｢ふくしま水道事業ビジョン｣ 策定に併せて､ 水道利用者の現状や要望を把握するため平成

２６年１１月に水道利用者アンケートを実施しました｡

対象者：２,２００名 回答者：１,０８９名 (回答率４９.５％)

� �������

普段の水の飲み方については浄水器利用も含めて水道水を利用する方が７６.４％いますが､ 水

道水よりもミネラルウォーターを好んで飲んでいる利用者が１６.６％おり､ この割合は本市人口

の約４６,０００人に相当します｡

� ��������

日頃から災害時の飲料水の確保を行っている利用者が半数以上いますが､ 東日本大震災を経験

しても災害時に対する備えを行っていない家庭が４４.３％と多く存在します｡
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福島市の水道料金は､ 水道利用者の６２.２％の方が水道料金は高いと感じています｡

� ��	
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水道利用者が考える (望む) 水道局が行うべき事業や施策は選択式回答の中では､ 水質確保に

関する重要度が最も高いという結果となり､ 次いで施設更新､ 料金対策が同等程度､ 社会貢献

(環境対策等) は最も重要度が低くなっています｡ 全体的には､ 料金対策及び施設更新に対する

一定程度の重要性が認識されてはいるが､ 安全な水の確保に関する施策が重要と考えられていま

す｡
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ＳＷＯＴクロス分析の結果を踏まえ､ 本市水道事業の現状の課題は､ 従前計画の課題３つ

を重要課題として継承することとします｡

１つ目は､ 本格的な維持管理時代へ移行したことから､ その水の安全かつ安定供給に努め

ること｡

２つ目は､ 東日本大震災の経験を教訓に災害対策を強化すること｡

３つ目は､ 厳しい財政状況への対応として､ ｢福島市水道事業経営計画｣ の策定により､ 健

全経営に努めること｡

以上が重要課題となります｡
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重要課題１から３については､ ｢ＳＷＯＴクロス分析｣ により､ 下表に掲げた項目を主要な

要素 (課題) として捉えました｡
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摺上川ダムを水源とした供給体制が整ったことから､ 今後は､ 老朽化した管路更新の推進

や､ 水源から給水栓までの徹底した水質管理､ そして､ 給水サービス水準を維持する必要が

あります｡

老朽化した管路の更新は､ 平成２６年度で０.２３％の更新率となっており､ 過去４ヵ年の

平均でも０.３２％であることから､ 今後も同程度の更新率で推移した場合､ 総延長約１,６００

㎞に及ぶ全管路の更新が終わるまでに３００年以上掛かることとなります｡ また､ ４０年後

には健全管路の割合が現在の約９０％から約１０％まで減少し､ 管路破損による漏水事故の

増加など､ 安定供給の持続が困難になることが予測されます｡

これらのことから､ 更新事業の更なる推進が必要となります｡

�������� ������
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耐震性に優れた水道管の採用により､ 地震に強い管路整備を進めていますが､ 東日本大震

災の教訓から､ 重要施設の耐震化を推進するほか､ バックアップ機能の整備等､ 災害対応力

の向上が求められます｡
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国の ｢新水道ビジョン｣ では､ 日本の人口の推移は､ 少子化傾向から減少を辿り､ 平成７２

年 (２０６０年) に人口で３割程度減少し､ 水需要においては４割程度減少すると予測して

います｡

本市の給水普及率は９８.７％と高水準にありますが､ 新たな需要拡大が見込めないほか､

少子化傾向からの人口減少､ 地下水を利用する企業の増加など､ 本市においても例外なく水

需要の減少が予測されることから､ 多様な連携の活用による運営形態の最適化を目指し､ さ

らなるコスト縮減に努めながら､ 健全経営に取り組む必要があります｡




